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光アクセスリンクの帯域利用効率向上及び

長延化を図る一波長双方向伝送に関する研究 

研究代表者 久野 大介 大阪大学 大学院工学研究科 助教 

1 研究背景と目的 

光アクセスネットワーク(NW)では，その経済性の高さから Passive optical network (PON)が広く用いら

れている．PON システムでは，通信キャリアが管理するビル内にある OLT (Optical line terminal)と加入者

宅の ONU (Optical network unit)を 1対多接続することで，安価にサービスを提供している． 現行システ

ムでは，加入者の信号を時分割多重(TDM)し，上下リンクで異なる波長(波長分割多重(WDM))を用いることで，

通信を行っている．2015 年に標準化がなされた NG-PON2 では，各ユーザに異なる波長を割り当て，上下リン

クそれぞれで最大 8 波長の合計 16 波長を使用した WDM-PON が規定された[1]．WDM-PON では，ONU 間の同期

が不要であり，伝送速度も任意に設定可能なため，柔軟に独立した光リンクを構築可能であるが，レーザの

波長安定性やモジュールのコストとの兼ね合いから，これ以上に波長数を増やすことは難しいとされている．

本研究では，使用する最大波長数を変更することなく，収容する ONU数を増加させることを目的としている．

2 本研究テーマの概要 

本研究では，1 章で述べた波長数制約を持つ WDM-PON をより有効に活用するために，以下の 3 つの研究テ

ーマに主に取り組んだ． 

i. 上下リンクに同一の波長を使用することで利用可能帯域を 2倍に拡大する手法

ii. WDM-PONの収容ターゲットであるモバイル無線基地局を収容した際のコスト評価

iii. TWDM-PON を用いたモバイル無線基地局収容に関する帯域利用効率の改善方法

当初予定では，(i)の研究テーマのみに取り組み，将来計画として，(ii),(iii)を研究計画書に挙げていた

が，研究に大幅な進捗があったため，3 つの研究テーマを並行して実施した．以下の章では，それぞれのテ

ーマに関して詳説する． 

3一波長双方向伝送における反射光成分抑圧に関する検討【テーマ(i)】 

3-1 概要

1 章で述べたように，WDM-PON システムでは，波長数に制約があるため，収容 ONU数が制限される．本検討

では，収容 ONU 数を増加させるべく，一波長双方向伝送を検討した．図 1に検討方式と従来方式の構成を示

す．従来方式では，送信信号と受信信号の波長が異なるため，光カプラで合分波することで双方向伝送を実

現している．検討方式では，上下リンクで同じ波長を用いるため，図 1 のように光サーキュレータで信号を

分離する必要がある．また，一波長双方向伝送方式のメリットとして，波長利用効率の改善に加えて，信号

光生成用のレーザ光源と受信機の局部発振(LO)光源を共用できることが挙げられる．その一方で，一波長双

方向 WDM-PON には，送信信号光の反射成分が受信信号光に干渉するデメリットがある [2]．主要な反射光と

しては，サーキュレータでの戻り光と ファイバ伝搬中に生じるレイリー後方散乱光が挙げられる．サーキュ

レータでの戻り光は，入射光の一部が出射ポート以外のポートから漏れ出てしまうことで発生する．レイリ

ー後方散乱光は， 製造過程で生じる光ファイバ中の局所的な屈折率のゆらぎに起因するものであり，信号光

のファイバ伝搬中に発生する．すなわち，本検討の技術課題として，反射光の干渉を抑圧する手法の確立が

求められる．本研究助成において，

A-1. 反射光の影響による伝送可能距離制限の見積もり

A-2. 干渉光抑圧アルゴリズムの技術確立

A-3. その有効性の確認

を行ったため，順に報告する．
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3-2反射光の影響による伝送可能距離制限の見積もり

本節では，反射光の影響によってリンクバジェットがどの程度制限されるかを定量的に示す．受信器にお

ける信号光の平均受信電力を𝑃𝑠，サーキュレータでの戻り光の平均電力を𝑃𝑏，レイリー後方散乱光などの他

の要因による反射光の平均電力を𝑃𝑖，受信器における平均雑音電力を𝑃𝑛とすると，信号対干渉雑音電力比γ𝑆𝐼𝑁𝑅

は， 

𝛾𝑆𝐼𝑁𝑅 =
𝑃𝑠

𝑃𝑏 + 𝑃𝑖 + 𝑃𝑛

, (1) 

と表現される．以下では簡単のため，上下リンクの送信電力，変調方式，および反射率は同一であると仮定

する．このとき，上下リンクの送信光電力を𝑃𝑡𝑥，受信器における光電変換の際の係数を𝐶𝑂𝐸，上下リンクに

おいて所望のビット誤り率が得られる最小の𝛾𝑆𝐼𝑁𝑅を𝛾𝑚𝑖𝑛とし，そのとき上下リンクで許容される最大伝送損

失を𝐿𝑚𝑎𝑥とする．そして，サーキュレータでの戻り光の反射率を𝑅𝑏，他の要因による反射光の反射率を𝑅𝑖と

おくと，以下の式が成り立つ． 

𝛾𝑚𝑖𝑛 =
𝐶𝑂𝐸𝐿𝑚𝑎𝑥𝑃𝑡𝑥

𝐶𝑂𝐸𝑅𝑏𝑃𝑡𝑥 + 𝐶𝑂𝐸𝑅𝑖𝑃𝑡𝑥 + 𝑃𝑛

, (2) 

これを𝐿𝑚𝑎𝑥について解くと， 

𝐿𝑚𝑎𝑥 = 𝛾𝑚𝑖𝑛 (𝑅𝑏 + 𝑅𝑖 +
𝑃𝑛

𝐶𝑂𝐸𝑃𝑡𝑥

), (3) 

となる．ここで， 𝑅𝑏 + 𝑅𝑖 ≫ 𝑃𝑛/𝐶𝑂𝐸𝑃𝑡𝑥と考えられるので, 

𝐿𝑚𝑎𝑥~𝛾𝑚𝑖𝑛(𝑅𝑏 + 𝑅𝑖), (4) 

と近似できる．よって，一波長双方向伝送を行う場合，リンクバジェットは送信電力とは無関係になり，反

射光の反射率によってのみ決定される． 

具体例として，ビット誤り率(BER)の誤り訂正限界値を3.8 × 10−3とした場合を考える．𝑃𝑛および𝐶𝑂𝐸の値に

ついては，LO光電力を 10 dBm，シンボルレートを 10 Gbaud と仮定して，文献[3]を参考に 𝑃𝑛 = −76.3 dBm，

𝐶𝑂𝐸 = 1.25とした．反射率の値については，𝑅𝑏 = 30 dB とする．そして，レイリー後方散乱光等の反射率に

ついては，𝑅𝑖 = 40 dBと設定した．変調方式として，2値位相シフトキーイング（BPSK）方式， QPSK方式，

16 値直交振幅変調（16QAM）方式を使用した場合について，戻り光がない場合，戻り光がある場合のリンク

バジェットを上式に基づいて計算した結果を表 1 に示す．戻り光の影響によりリンクバジェットが 40 dB 程

度制限されている．つまり，干渉光存在下では，リンク距離が大幅に制限される．  

表 1：変調方式ごとのリンクバジェットの理論値 

BPSK QPSK 16QAM 

戻り光なし 63.7 dB 60.7 dB 54.1 dB 

戻り光あり 24.1 dB 21.1 dB 14.4 dB 

図 1 従来方式と検討方式の比較 
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3-3干渉光抑圧アルゴリズムの提案とその原理 

干渉光成分は，送信器から出射された光が反射することにより生じる．すなわち，受信器から見ると既知

系列を受信することになる．光ファイバ中で生じる後方レイリー散乱光に関しては，多重反射により元の系

列を復元することは困難を極めるが，光デバイスにて反射がおきるフレネル反射では，受信器で元の信号系

列を復元することが可能である．すなわち，受信器の適応等化器を工夫することである程度の干渉抑圧が期

待できる．本節では，受信信号のモデル化を行い，干渉抑圧アルゴリズムを提案する． 

初めに，時刻 𝑡 から時刻 𝑡 + 1 までの上り送信信号ベクトル𝑺𝒖 ∈ ℂ2(𝑘+1)×1を以下のように定義する． 

𝑺𝒖 = [
𝒔𝒖𝑿

𝒔𝒖𝒀
], (5) 

𝒔𝒖𝑿 = [𝑠𝑡,𝑋, 𝑠𝑡+1,𝑋, … , 𝑠𝑡+𝑘,𝑋]
𝑇

, 

𝒔𝒖𝒀 = [𝑠𝑡,𝑌, 𝑠𝑡+1,𝑌, … , 𝑠𝑡+𝑘,𝑌]
𝑇

. 

(6) 

(7) 

ここで，𝒔𝒖𝑿, 𝒔𝒖𝒀 ∈ ℂ𝑘+1×1は送信信号ベクトルを表す．𝑠𝑡,𝑋は 𝑥偏波の送信シンボル，𝑠𝑡,𝑌は𝑦偏波の送信シ

ンボルを表す．[ ]𝑇は転置を表す．この上り送信信号ベクトルは，光ファイバ通信路を通過し，OLT に受信

される．OLT における受信信号ベクトル𝐑𝒖 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×1は， 

𝑹𝒖 = 𝑯𝒖𝑺𝒖 + 𝑵𝒃 + 𝑵𝒊 + 𝑵, (8) 

と表すことができる．受信器では，後段の適応等化器におけるシンボル同期を行うため，𝑚倍オーバサンプ

リングされる．すなわち，列ベクトルが𝑚倍されていることに注意されたい．ここで，𝑵𝒃 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×1はサ

ーキュレータにおける戻り光ベクトル，𝑵𝒊 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×1はレイリー後方散乱光や光デバイスの接続箇所など

で発生するフレネル反射光ベクトル，𝑵 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×1は光増幅器および送受信機で発生する雑音ベクトルで

ある．𝑯𝒖 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×2(𝑘+1)は光ファイバ上りリンクのチャネル応答行列で以下のように表すことができる． 

𝑯𝒖 = [
𝒉𝒖𝑿𝑿 𝒉𝒖𝒀𝑿

𝒉𝒖𝑿𝒀 𝒉𝒖𝒀𝒀
], (9) 

ここで，𝒉𝒖𝑿𝑿, 𝒉𝒖𝒀𝒀 ∈ ℂ𝑚(𝑘+1)×(𝑘+1)は 各偏波のチャネル応答行列を表し，𝒉𝒖𝒀𝑿, 𝒉𝒖𝑿𝒀 ∈ ℂ𝑚(𝑘+1)×(𝑘+1)は偏波間

のクロストークを表す行列である．干渉光のうち，レイリー後方散乱光などを含む𝑵𝒊は反射箇所の異なる多

数の反射光が重ね合わさったものと考えられることから，一般に推定は困難である．一方で，サーキュレー

タにおける戻り光𝑵𝒃は，OLT から送信された下り信号光に対して何らかの歪みが加わったものと考えられる

ことから，次のように表すことができる． 

𝑵𝒃 = 𝑯𝒃𝑺𝒅, (10) 

ここで，𝑺𝒅 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×1は下り送信信号ベクトル，𝑯𝒅 ∈ ℂ2𝑚(𝑘+1)×2(𝑘+1)は戻り光の歪み特性を表す行列であ

る．このチャネル応答行列も同様に以下となる． 

𝑯𝒃 = [
𝒉𝒃𝑿𝑿 𝒉𝒃𝒀𝑿

𝒉𝒃𝑿𝒀 𝒉𝒃𝒀𝒀
], (11) 

𝒉𝒃𝑿𝑿, 𝒉𝒃𝒀𝒀 ∈ ℂ𝑚(𝑘+1)×(𝑘+1)は 各偏波のチャネル応答行列を表し，𝒉𝒃𝒀𝑿, 𝒉𝒃𝑿𝒀 ∈ ℂ𝑚(𝑘+1)×(𝑘+1)は偏波間のクロス

トークを表す行列である．下り送信信号𝑺𝒅は OLTが送信しているため，そのシンボル系列は当然既知である 

図 2 に提案する 4×2 MIMO 型適応等化器の構成を示す．適応等化器に受信信号ベクトル𝑹𝒖および下り送

信信号のレプリカ信号𝑺̂𝑑を入力する．通常の適応等化器では，偏波分離を行うために，2×2 MIMO 構成であ

ったが，今回は，レプリカ信号を𝒙偏波と𝒚偏波でそれぞれ用意し，入力することから，4×2 MIMO 構成とな

る．レプリカ信号は，OLT から送信される下り信号を波形整形することで生成する．すなわち，既知の下り

送信信号𝑺𝒅を𝑚倍アップサンプリングし，送信機で用いているナイキストフィルタに通せばよい．等化器の

出力を𝑹𝑬𝑸としたとき，入出力の関係は以下の式となる． 

𝑹𝑬𝑸 = 𝑾 [
𝑹𝑿

𝑹𝒀
] + 𝑽 [

𝑺̂𝑑,𝑋

𝑺̂𝑑,𝑌

], (12) 

公益財団法人電気通信普及財団 
研究調査助成報告書　第35号　2020年度



 

4 

 

ここで，𝑾, 𝐕 ∈ ℂ2(𝑘+1−𝑤)×2𝑚(𝑘+1)は等化器のタップ行列であり， 

𝑾 = [
𝒘𝑿𝑿 𝒘𝒀𝑿

𝒘𝑿𝒀 𝒘𝒀𝒀
] , 𝑽 = [

𝒗𝑿𝑿 𝒗𝒀𝑿

𝒗𝑿𝒀 𝒗𝒀𝒀
] (13) 

である．式(8)を式(12)に代入すると， 

𝑹𝒄𝒐𝒎𝒑 = 𝑾(𝑯𝒖𝑺𝒖 + 𝑯𝒃𝑺𝒅 + 𝑵̂)

+ 𝑽𝑺̂𝑑, 
(14) 

となる．等化器では，𝑾𝑯𝒖 = 𝑰, 𝐖𝐇𝒃 + 𝑽 = 𝟎となるように，タップ係数の更新が行われる． 

 

3-4計算機シミュレーションによる有効性確認 

本節では，3-3 節で提案した干渉抑圧アルゴリズムの有効性を計算機シミュレーションにより確認した結

果を示す．図 3 にシミュレーションの系を示す．ここでは，OLT側が干渉補償を行うと仮定する．このため，

OLT が送信した下り信号が反射し，上り信号に干渉すると仮定する．上下リンクの送信信号は，偏波多重さ

れた変調速度 10 Gbaud の QPSK 信号とした．サーキュレータで発生する反射光は，下り送信信号が OLT 内の

受信器に戻ってくるまでの経路における何らかの歪みが加わったものである．本シミュレーションでは，簡

易的に，この戻ってくるまでの歪みを減衰と位相変化であると仮定した．すなわち，OLT 側で生成した QPSK 

信号を減衰，位相変化させることで，反射光を模擬した．また，一波長双方向伝送を行う場合，ONU 内部の

レーザーダイオード (Laser Diode:LD) と OLT 内部の LD には周波数オフセットがある．反射光は，光源

が OLT の LO 光と同一であるため，搬送波周波数オフセット歪みは受けない．この状況を模擬するために，

ONU の送信信号にのみ 100MHz の搬送波周波数オフセットを付加した．OLT 側の受信機を模擬したブロック

においては，適応等化フィルタにより偏波分離およびシンボル同期を行い，移動平均フィルタによる累乗法

により搬送波周波数オフセット補償を行った． 

本シミュレーションでは性能評価の指標として EVM (Error Vector Magnitude)を用いる．信号対干渉電力

比 (Signal to Interference power Ratio: SIR) を変化させた場合の EVM 評価を行った．SIR 特性につい

ては，信号光と反射光がシンボル単位でずれなく重なり合っているという理想的な条件下で評価を行った．

平均電力を 0 dBmに固定した ONU の送信信号に対して，反射光に見立てた干渉信号の平均電力を－ 20 dBm 

から 2 dBmまで変化させて加算することで SIR を調整した．受信系列から算出した EVM の測定結果を図 4

に示す．なお，干渉信号がない場合の EVM は 9.59%であった．反射光が完全に抑圧できた場合には，反射光

なしの場合の EVM と同一の値となる．シミュレーション結果から，補償後も反射光による影響が残留する

ものの，反射光による EVM の劣化を大幅に抑圧できていることが確認できる． 

 

 

図 2 提案する適応等化器の構成 
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4一波長双方向伝送における反射光の影響を抑える帯域割当方式の検討【テーマ(i)】 

4-1概要 

3-3 節で述べた干渉抑圧アルゴリズムに加えて，波長割当方式に工夫を加えることで，リンクバジェット

を容易に拡大可能な波長スワップ手法を提案した． 

図 5にコンセプトを示す．簡単のために，2台の ONUのみを図示している．初めに，OLTは，2 台の ONUペ

アを設定する．ONU1の上り波長をλ1，下り波長をλ2とする．このとき，ONU2 の上り波長をλ2，下り波長をλ1

に設定する．各 ONU は，通常の WDM-PONと同様に上下リンクに異なる波長が割り当てられることになる．す

なわち，ONU 内に光サーキュレータを設ける必要がないため，戻り光の影響を緩和できる．また，アクセス

ファイバにおけるレイリー散乱の影響も取り除くことができる．干渉光成分としては，フィーダファイバに

おけるレイリー散乱光と光スプリッタにおけるフレネル反射光が現れる．OLT に関しては，一波長双方向伝

送型となるため，光サーキュレータの戻り光の干渉を受ける．このため，OLT 及び ONU の送信電力調整を行

い，SINRを上下リンクに関してエラーフリーとなる閾値以上に保つ必要がある．本手法のメリットは，デジ

タルコヒーレントシステムでなく，従来の強度変調・直接検波(Intensity Modulation and Direct Detection: 

IMDD)方式においても適用可能であることが挙げられる． 

 

4-2波長スワップ方式の解析モデル 

図 6に，波長スワップ方式を適用したシステムの解析モデルを示す．提案手法では，ONU に光サーキュレ

ータを備えないため，リンクバジェットの拡大を図ることが可能となる．ここで，各パラメータについて説

明する．𝐿0は，OLT側の光サーキュレータから光スプリッタまでのリンク損失，𝑅𝑠𝑝と𝐿𝑠𝑝は光スプリッタの反

射率と分岐損失を表す．WDM フィルタやその他の光デバイスの挿入損失は𝐿0に含まれているとし，これらの

デバイスの反射は十分に小さい(<50 dB) とし無視する．𝐿1と𝐿2は，それぞれ光スプリッタから ONU1 及び

ONU2までのリンク損失である．図 6 の場合，ONU は光サーキュレータを備えており，この反射率を𝑅𝑂𝑁𝑈とす

る．各光ファイバリンクにおけるレイリー散乱光に関して，レイリー散乱光の反射率を𝐵𝑥𝑖とする．𝑖 = 1,2は

光スプリッタと ONU間のリンク識別子，𝑥は上りリンクを𝑢，下りリンクを𝑑と表す．図 6 における SINR 𝛾𝑢
𝑛𝑜𝑟, 

𝛾𝑑
𝑛𝑜𝑟は以下のようになる． 

𝛾𝑢

=
𝑐𝐿0𝐿𝑠𝑝𝐿𝑖𝑃𝑢,𝑖

𝑐 (√𝑅𝑂𝐿𝑇 + √𝐵0
𝑑 + 𝐿0𝐿𝑠𝑝√𝐵𝑖

𝑑)

2

𝑃𝑑 + 𝑃𝑁

, (15) 

𝛾𝑑

=
𝑐𝐿0𝐿𝑠𝑝𝐿𝑖𝑃𝑑

𝑐(√𝑅𝑠𝑝𝐿1𝐿2 + 𝐿𝑠𝑝√𝐿1𝐿2𝐵0
𝑢)

2
𝑃𝑢,𝑗 + 𝑃𝑁

, (16) 

図 3 シミュレーションの構成 図 4 シミュレーション結果 
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𝑃d, 𝑃𝑢,𝑖は上下リンクにおける平均送信電力である．𝑃𝑁は雑音電力を表す．𝑐は，受信器における光電変換の

係数である．干渉成分同士を無相関とするならば，分母の交差項は平均を取るためゼロになるが，本検討で

は，分母の交差項が存在することを仮定して計算を進める．𝑗 (𝑗 ≠ 𝑖)は，対象ではない方のリンク識別子を表

す．ここで，干渉成分を加法性白色ガウス雑音で近似できると仮定とすると，SINR とビット誤り率(Bit error 

rate: BER) の関係は以下のようになる， 

𝑝𝑥,𝑖 = 𝛼erfc(√𝛽𝛾𝑥,𝑖), (17) 

𝛼, 𝛽は変調方式によって異なる値を取る．フレネル反射光や光サーキュレータにおける戻り光成分は，元

の変調信号のキャリア成分が十分に抑圧されている状態ではないため，白色ガウス雑音として近似すること

は難しい．よって，実際のビット誤り率は，式(15) で算出したものよりも良い可能性が高い．提案手法にお

いて，SINR の等式は，𝛾𝑢,1, γ𝑢,2, 𝛾𝑑,1, 𝛾𝑑,2の 4 種類であるから，BER も 4 種類現れる．このとき，4 つのう

ち，最も BER が劣化しているものを選択し，エラーフリーとなる閾値𝑃𝑡ℎを下回っていれば，リンクが確立で

きるとする． 

 

4-3波長スワップ方式の計算機シミュレーション 

 本解析では，OLT と ONU1 間のリンクバジェット𝐵1を与える．このとき，リンク損失𝐿1と𝐵1は以下の式で

関連付けられる． 

𝐵1 = 𝐿1 + 𝐿0 + 𝐿𝑠𝑝, (16) 

𝐵1を固定し，𝐿1, 𝐿2を変化させると，リンクバジェット𝐵2の変化が解析できる．表 1 は，解析に用いるパ

ラメータである．大容量な次世代光アクセスシステムを想定するため，ビットレートは 100 Gbps に設定す

る．100 Gbps/λ 級の PON システムは既に検討が進んでいる[4]．変調方式は，DP-QPSK(dual-polarization 

multiplexing quadrature phase-shift keying)信号を採用する．QPSK 信号は，振幅が一定であり，比較的

低演算量の DSP で受信が可能なため，光アクセスシステムでは広く検討されている[5,6]．OLT では，反射

光の影響を低減することが難しいため，OLT が送信する下りリンクの送信平均電力を小さく設定する必要が

ある．下りリンク信号は，OLT 内の光サーキュレータで反射し，上りリンクの信号に干渉してしまうため，

これを防ぐ必要がある．よって，下りリンクの平均電力𝑃𝑑を−5 dBm，上りリンクの送信電力𝑃𝑢,1, 𝑃𝑢,2を−5 か

ら 15 dBm まで変化させた．光スプリッタは 32 分岐で使用することを想定し，分岐損失を 9 dB に設定した

[4]．また，商用の光サーキュレータは反射率が−50 dB から−40 dB 程度のものがほとんどである．このた

め，本解析においては，光サーキュレータの反射率を−40dB に設定する．レイリー散乱光の反射率は，−36 

dB とした．ビット誤り率のエラーフリーとなる閾値は3.8 × 10−3とした． 

図 7 に波長スワップ方式を適用しなかった場合のリンクバジェットの計算結果を示す．QPSK 信号を送受し

た場合は，22dB のリンクバジェットとなる．次に，波長スワップ方式を適用した場合のリンクバジェット𝐵2 

の結果を図 8(a) に示す．縦軸と横軸はそれぞれリンク損失𝐿1，𝐿2 [dB] であるが，絶対値を取っているこ

とに注意されたい．このとき，リンクバジェット𝐵1は 35 dB に固定している．リンク損失𝐿2に合わせて，リ

ンクバジェット𝐵2も変化することがわかる．これは，リンク損失𝐿1の変化に合わせて，リンクバジェット𝐵1 

図 5 波長スワップ方式のコンセプト 図 6 システム解析モデル 
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を 35 dB に保つために，リンク損失𝐿0も変化させているからである．しかし，𝐿1と𝐿2がともに小さいとき，

リンクバジェットは制限される．例えば，𝐿1 < 11 dB のときは，リンクは確立されない．L1 = 𝐿2 > 12 dB 

のときは，ONU1，ONU2 ともに同様のリンクバジェットを確保できる．更に，𝐿2 > 14 dB のとき，リンクバ

ジェット𝐵2は拡大されることがわかる．次に，ONU1 及び ONU2 が送信する上りリンクにおける最小平均電力

の組み合わせを図 8(b),(c) に示す．ONU1 の平均送信電力は，ほとんど変化がないが，ONU2 に関しては大

きく変動することがわかる．これは最小平均電力を示しているため，その値以上の送信電力があれば通信が

可能となる． 

5電力多重型非直交多元接続方式の光アクセスシステム適用【テーマ(i)】 

5-1概要 

3,4 章で説明した方式は，上下リンクに同一の波長を用いる検討だった．本章で述べる電力多重型非直交

多元接続(Power domain non-orthogonal multiple access: PD-NOMA)方式では，ONU間で同一の波長を用い

て，同じ方向に信号を送信する．すなわち，信号干渉を許容する方式である[7,8]．誤り訂正符号と組み合わ

せて，通常よりも信号検出精度を高める方法も提案されている[8]．本検討では，PD-NOMA 方式を適用した際

の，受信器のアナログデジタル変換器(ADC)におけるビット量子化粒度により復調性能へ与える影響を解析

した．実験室で良く用いられるようなオシロスコープでは，通常 8bit程度の量子化が可能であるが，実用化

時はコスト面との兼ね合いから量子化ビット数は低減することが予想される．このため，計算機シミュレー

ションを用いて，量子化ビット数による性能劣化を確認した． 

 5-2計算機シミュレーションによる量子化ビット数の影響解析 

シミュレーション構成を図 9 に示す．信号の変調方式は偏波多重型 QPSK として，2 ユーザ多重を想定し

た．変調信号の生成後，QPSK 信号をトレーニング信号として，4096 シンボル付与した．通信路では，偏波

スクランブルと加法性白色ガウス雑音(AWGN) のみを考慮した．コヒーレント受信器で受信した後，ADC に

てシンボルレートに対して 2 倍オーバーサンプルし, 量子化を行った. 偏波分離には，バタフライ型適応等

化 FIR フィルタを使用し，タップ係数の更新には，判定志向型 Least Mean Square（LMS）アルゴリズムを用

いた．その後，ビット誤り率(BER) の測定を行い，エラーフリーとなる BER の閾値(3.8 × 10−3) における

OSNR を求めた．電力比を 4 としたときの，量子化ビット数と所要 OSNRの関係を図 10 に示す. 図 10 から，

量子化ビット数が 6 bit以上の時，所要 OSNR はほとんど変化しない. 一方, 量子化ビット数 N を 4 bit ま

図 7 リンクバジェットと SINR の関係 

図 8 提案手法のシミュレーション結果 
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で減らすと，2 dB の OSNRペナルティが生じた．量子化ビット数を 4, 5 ,6 bit としたときの，電力比とユ

ーザ 2 の所要 OSNR の関係を図 11 に示す．ユーザ間電力比が増大すると量子化雑音の影響も大きくなるこ

とが確認できる. 

今回，必要な量子化ビット数の算出に当たり，量子化閾値は等間隔に設定した．今後の予定では，この量

子化閾値を工夫し，OSNRペナルティの低減を目指す．  

6マルチホップ無線および PON システムを併用したフロントホールリンク設計【テーマ(ii)】 

6-1概要 

近年のモバイルネットワークでは，モバイル基地局間の協調動作を図るために，集約型無線アクセスネッ

トワーク（C-RAN）構成が導入されている．2020 年以降に導入が予定されている第 5世代モバイル通信シス

テム(5G)では，モバイル基地局を 3 分割した C-RAN 構成が検討されている．3つに分割されたユニットは，

集約ユニット(CU)，分散ユニット(DU)，そしてリモートユニット(RU) と呼ばれる．CU はレイヤ 3 の機能を

担い，DUは，帯域割当て制御等のレイヤ 2 機能と一部の物理層機能を担う．RU は，アンテナ機能や変調や

復調等の一部の物理層機能を持つ．接続形態は，CU–DU–RU の順に接続され，CU–DU 間はミッドホール，DU–

RU 間はフロントホール(FH) と呼ばれる．FH リンクは，従来は直接接続されていたが，RU 数が増加傾向に

あることから，FHリンクのネットワーク化が注目を集めている[9]．代表的なネットワーク化の方法として，

波長分割多重型受動光ネットワーク(WDM-PON) の適用が有力視されている[1]．  

ネットワークコストの更なる低減を達成するため，著者らは無線マルチホップ FH リンクの適用及び DU の

配置設計方法について提案を行ってきた[10]．無線 FH を用いると，光リンクコストを低減することができ

る．しかしながら，大容量な通信を行うために高周波数帯をキャリアとして用いた無線 FH を適用しなけれ

ばならず，伝搬距離制限や遮蔽物の影響を強く受けてしまう．よって，無線システムのみで FH リンクを構

築することは現実的ではない．本稿では，先行研究[10]を発展させ，無線マルチホップリンクと WDM-PON を

併用した FH リンクの構築方法及びそのときの DU 配置方法を提案する．  

6-2提案方式 

先行研究[10]では，無線 FH を適用した際に，光リンクコストが最小となる場所に DU を配置する手法を提

案した．RU は，モバイル端末との通信を良好に行えるように最適化された場所に配備されるため，FHリンク

コストを低減可能な場所に配置することはできない．DU に関しては，遅延要件を満たす範囲で任意の場所に

配置することが可能であることから，DU の配置設計方法に着目している．本稿では，先行研究[10]に示した

アルゴリズムに従って DU 配置及びマルチホップ無線リンク確立が完了した状態で，無線接続ができなかっ

た FH リンクを WDM-PONシステムを用いて収容する．収容方法として，光ファイバコストが最小となる組み合

わせを選択するために，モンテカルロ法により最適化を行った． 

次に，光ファイバコストの最小化を行うために，対象となる FHリンクのコストモデルを示す．無線リンク

と WDM-PON を適用したときの合計コスト𝐶𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙を以下に示す． 

𝐶𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙   =  𝐶𝑝𝑡𝑝  +  𝐶𝑝𝑜𝑛  +  𝐶𝑤, (17) 

𝐶𝑝𝑡𝑝，𝐶𝑝𝑜𝑛，𝐶𝑤は，それぞれ光リンク直接(PtP) 接続，WDM-PON 接続，無線接続した総コストを表す．図 12

にコストの内訳を示す．光リンクと無線リンクそれぞれおいて，トランシーバコスト𝐶𝑡を今回は同じとした．

図 9 シミュレーション構成 図 10 量子化 bit 数に 

対する所要 OSNR 
図 11 電力比によるユーザ 2 の 

対する所要 OSNR 
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ここで，あるエリアにおける RU 群の集合を𝑅としたときに，リンクごとの部分集合を𝑅𝑝𝑡𝑝,  𝑅𝑝𝑜𝑛, 

𝑅𝑤(𝑅𝑝𝑡𝑝, 𝑅𝑝𝑜𝑛, 𝑅𝑡 ⊂ 𝑅, 𝑅𝑝𝑡𝑝 ∩ 𝑅𝑝𝑜𝑛 ∩ 𝑅𝑤 = { }) とする．また，Feeder fiber の集合を𝐹𝑓，Access fiber の

集合を𝐹𝑎とする．次に式(17) 右辺𝐶𝑝𝑡𝑝, 𝐶𝑝𝑜𝑛，𝐶𝑤の内訳を以下に示す． 

Cptp = (Cl + 2Ct)|Rptp| + 2Cf ∑ Lf

f∈Ff

, (18) 

Cpon = (Cl + 2Ct)|Rpon| + Cs|Ff|

+ Cf ∑ Lff∈Ff
+ Ca ∑ Lff∈Fa

, 
(19) 

Cw = 2Ct|Rw|. (20) 

𝐶𝑙はファイバ敷設コスト，𝐶𝑓は，長さ当たりの Feeder fiber のコストを表す．𝐶𝑠は，光スプリッタの配備

コスト，𝐶𝑎は，長さ当たりの Access fiber のコストである． 

 

6-2 アルゴリズム 

提案手法における DU 配置及び FHリンクの収容設計に関するアルゴリズムを示す．初めに，先行研究[10]

に従って，マルチホップ無線リンクを用いて RUを収容する．このときに，光ファイバリンクコストが最小と

なる位置に DUを配置する．無線接続が困難だった FH リンクの情報を保持し，WDM-PON 収容アルゴリズムへ

渡す．WDM-PON 収容アルゴリズムを Algorithm 1に示す．ランダムに 1 台の RU を選択し，その近隣にいる

RU を探索する．そして，近隣に RU がいる場合は，同じ PON リンクに収容する．近隣に RU が存在しない場

合は，PtP 接続を行う．全 RU の収容が完了したとき，光ファイバコストの情報と FH リンク接続の情報を保

持しておく．これを予め決めた回数だけ繰り返し，最も光リンクコストが小さかった結果を採用する． 

6-3 計算機シミュレーション 

6 km × 6 km のマップ上に，4 つの RU 稠密地帯を生成した．各稠密地帯に 50 台ずつ RU を一様分布に従

いランダムに配置した．このとき，RU 間の最小距離を 10 m とした．FH リンクに要求される伝送レートを 5 

Gbps とし，無線 FH リンクのパラメータ及は文献[10]に従う．また，許容転送時間は 100 μs である．無線

マルチホップの中継器における処理遅延は 65 μs に設定した．ここで，前節で示したコスト値に関して，

図 12 コスト内訳 

図 13 シミュレーション結果 
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𝐶𝑙を 1.074，𝐶𝑓を 1.0，𝐶𝑎を 3.125，𝐶𝑠を 1.24 とした．WDM-PON による収容に関して，1 つの PON リンクあ

たりに収容可能な RU 数を 4 とし，Algorithm 1 の繰返し計算回数を 1 万回とした．上記の条件を用いて，

RU の配置位置を変更し，1 万回シミュレーションを行い，光リンクコストの平均値を算出した． 

図 13 にシミュレーション結果を示す．PtP 接続のみを行った時を基準に光リンクコストの正規化を行った．

マルチホップ無線リンクのみで RU を収容した場合，無線リンクが確立できなかった場合は，PtP 接続を行

うため，光ファイバコストは 0.66 程度となり，約 3 割の光リンクコスト削減となった．これは，RU が稠密

に配置されているため，RU–DU 間に他の RU が存在し，電波を遮蔽してしまうことに起因している．次に WDM-

PON のみを用いた場合，光ファイバコストは 0.56 となっており，約 4 割近い削減率となる．提案手法であ

るマルチホップ無線リンク接続を行った後に，残りの FH リンクを WDM-PON 接続した場合は，0.41 と最も

低い値となり，コスト削減率も 6 割程度まで実現可能となる． 

今後の予定を述べる．上記の計算機シミュレーションで用いた WDM-PON は標準化がなされている一般的な

仕様に基づくものを使用した．今後は，3,4 章で検討した一波長双方向伝送や 5 章で検討した PD-NOMA 方式

の適用を行うことで更なる低コスト化を目指す予定である． 

7モバイル無線基地局を収容する PONシステムにおける帯域割当法【テーマ(iii)】 

7-1 概要 

フロントホール(FH) を時分割多重(TDM)-PON システムで構成する検討が進んでいる．また，厳しい遅延

要件[11]を持つ FH を TDM-PON により収容する際に，上り制御遅延を抑制するモバイル動的帯域割当(M-DBA)

が提案されている[12]．M-DBA は，光装置と無線装置の連携により，上り制御遅延を低減することができる．

しかし，全 RU の合計スループットが TDM-PON の通信容量を超えるとき，帯域を割り当てられた ONU の送信

順序によっては，遅延要件内に送信可能な ONU 数が低下するといった課題が存在する．本章では，遅延要件

内に送信可能な ONU 数を最大化する手法について検討した． 

7-2提案手法 

図 14 に，従来手法の上り FH 信号の送信手順を示す．FH 信号はバースト生起すると仮定する．ONU に到

来した FH信号は，パケット化され，FH リンクに流入する．遅延要件を超えて到来した FH 信号は DU にお

いてパケットロス扱いとなる．図 14の例では各 RU へは常に同じトラヒックが流入すると簡単のため仮定す

る．各ポーリングサイクルにおいて，送信順序をラウンドロビン方式で制御している．図より，ポーリング

サイクル 2では，全ての RU が制限時間内にデータ転送を完了するが，ポーリングサイクル 1,3,4では，制限

時間内に送信できない RU が存在する．本稿における提案手法では，遅延要件を満たすことのできる ONU 数

を改善することを目指す． 

提案手法では，以下の 2つのアルゴリズムを順に実行する． 

1. 送信可能 ONU数の最大化 

2. スループットの最大化 

1.に関して ONU から要求されるトラヒック量に基づき，

ONUのソートを行う．トラヒック要求量の少ない ONUから

帯域を割当てると最大送信可能 ONU 数が達成されること

は容易にわかる．しかしながら，これではスループットは

最大化されない．このため，最大送信可能 ONU 数を維持

した状態でスループットを最大化する必要がある．2.で

は，分枝限定法を用いることで演算量の軽量化を図りつ

つ，スループットが最大となる ONU の組み合わせを探索

する．これらのアルゴリズムを順に実行することで，一度

に全探索を行うよりも，演算時間の短縮を図ることがで

きる．これら提案手法の有効性を確認するために，計算機

シミュレーションを実施した． 

 

7-3 計算機シミュレーション 

提案方式の有効性を確認するにあたり，8, 16, 32 台の 図 14 従来手法の課題©IEEE 
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ONU を収容した場合に関して，シミュレーションを行った．評価項目は，最大送信可能 ONU 数とスループッ

トである．1台の ONU には，8ユーザを収容していると仮定して，各ユーザは平均 5秒に 1回トラヒックが生

起する指数分布に従いランダムなタイミングに生成した．生成したトラヒック量には，偏りを付けている．

比較対象として，提案手法と比較するために，固定送信とランダム選択の 2 つを送信順序決定アルゴリズム

として用意した．図 15 にシミュレーション結果を示す．縦軸は制限時間内に送信できなかった ONU 数を表

し，横軸は混雑度である．混雑度が大きいほど，各ユーザが生起するトラヒック量を多く設定している．図

中のγは，1 ユーザが生起するトラヒックに関する定数である．通常のユーザは 10 Mbpsでトラヒックを生起

するのに対して，混雑度により指定された少数のユーザは，10γ Mbps のトラヒックを生起する．図 15 より

提案手法を適用することで，制限時間内で送信できなかった ONU数は大幅に減少することがわかる． 

図 16 にスループットを示す．ここでは，固定送信とランダム選択の他，提案方式のうち 1のみを使用した

場合についてもプロットしている．図から，提案手法がもっとも高スループットが達成できていることがわ

かる．今後の展望としては，本検討では TDM における帯域割当に限定した提案を行っている．波長割当方式

を併用し，3~5章の技術との組合せを行っていく予定である． 

8まとめ 

本研究助成では，使用する波長数に制限を持つ WDM-PON をより有効に活用するために， 2章に示す 3 つの

観点から研究に取り組んだ．それらすべての検討に関して，3~7 章に示す成果を得た．今後の展望として，

それぞれ検討した手法は独立して実施していたため，それらを組み合わせて有効性を検討していく予定であ

る． 
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